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厚生年金特例法についてお知らせ！

■問合せ先　今治社会保険事務所　TEL 0898－32－6141
または、「ねんきんダイヤル」0570－05－1165（平日8：30～17：15）まで
＊IP電話からは、03－6700－1165にお電話ください。

厚生年金保険料が給与から天引きされていたにもかかわらず、事業主から保険料の納付や資格などの
届出がされていない方に年金をお支払いする法律ができました。

【今までは】
厚生年金保険料が給与天引きされていても、事業主から保険料の納付や厚生年金の資格などの届出が

なかった場合であって、保険料の徴収権が時効消滅となる２年を経過したときは、その記録は年金に反
映されませんでした。

【具体例】
３年前に退職した事業所で厚生年金保険料を給与天引きされたにもかかわらず、事業主が厚生年金の

加入手続きをしていなかったことがわかった場合。

厚生年金特例法の成立により、厚生年金保険料の給与天引きがあったことが年金記録確認第三者
委員会で認定されたときは、年金記録が訂正されて年金額に反映されます。

厚生年金特例法の概要
◆年金記録確認第三者委員会が

①事業主が従業員から厚生年
金保険料を給与天引きしながら、

②社会保険庁に納付したこと
が明らかでない

と認定した場合には、社会保
険庁は年金記録確認第三者委員
会の認定事実により年金記録を
訂正し、年金額に反映します。

◆事業主は、保険料の
徴収権が時効消滅とな
る２年を経過した後で
あっても保険料を納付
できることとなり、社
会保険庁はその納付を
勧奨します。

＊事業主が廃業してい
る場合には、役員であ
った者に納付を勧奨し
ます。

◆社会保険庁は、事
業主または役員が保
険料を納付しない場
合には、その事業主
名または役員の氏名
を公表します。

＊保険料が納付され
たか否か明らかでな
い場合を除きます。

◆公表しても
なお納付され
なかった場合
には、国が保
険料を負担し
ます。（その
後も事業主へ
の請求等を行
います。）
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